
貸 借 対 照 表 平成１６年３月３１日現在

資 産 の 部
百万円

流 動 資 産 １，０６８，９６２

現 金 及 び 預 金 ６０，５７３

受 取 手 形 １２，１６８

売 掛 金 ４１８，７８５

有 価 証 券 ６３，０００

製 品 １１２，３２１

半製品及び仕掛品 １１１，４７４

材 料 ２５，３３０

前 渡 金 ３７，４８７

前 払 費 用 ４，７６１

繰 延 税 金 資 産 ５６，８７４

そ の 他 流 動 資 産 ２０３，７４９

貸 倒 引 当 金 △３７，５６４

固 定 資 産 １，５１８，７５９

有 形 固 定 資 産 ４４１，３３１

建 物 １６０，７３５

構 築 物 １６，２７４

機 械 及 び 装 置 １３１，９６４

車 両 及 び 運 搬 具 １０３

工具器具及び備品 ５１，２７０

土 地 ５３，５８２

建 設 仮 勘 定 ２７，４０１

無 形 固 定 資 産 ３６，１８５

ソ フ ト ウ ェ ア ２８，５７３

その他無形固定資産 ７，６１２

投資その他の資産 １，０４１，２４２

投 資 有 価 証 券 １０７，３７０

関 係 会 社 株 式 ５６０，７４０

関 係 会 社 出 資 金 ５３，２８９

長 期 貸 付 金 ５０，４３４

長 期 前 払 費 用 ５，０５９

繰 延 税 金 資 産 ２０８，３７２

その他投資その他の資産 ５６，４６８

貸 倒 引 当 金 △４９４

資 産 合 計 ２，５８７，７２１

負 債 の 部
百万円

流 動 負 債 １，０８９，７２７

支 払 手 形 ４，７２６

買 掛 金 ４９３，８２５

短 期 借 入 金 １７９，６４８

コマーシャルペーパー ２０，０００

社 債 ６４，１９４

未 払 金 １９２，３２９

未 払 法 人 税 等 １，０７０

前 受 金 １１６，０９４

預 り 金 １，２７５

製品保証等引当金 ５５９

そ の 他 流 動 負 債 １６，００４

固 定 負 債 ７８１，５６９

社 債 ３６７，２３０

長 期 借 入 金 １８８，０００

退 職 給 付 引 当 金 ２２５，０２４

パソコンリサイクル引当金 ９１３

日本国際博覧会出展引当金 ３３３

そ の 他 固 定 負 債 ６９

負 債 の 部 合 計 １，８７１，２９７

資 本 の 部

資 本 金 ２７４，９２６

資 本 剰 余 金 ２６２，６５０

資 本 準 備 金 ２６２，６５０

利 益 剰 余 金 １６２，５８４

任 意 積 立 金 １３，５０２

圧 縮 記 帳 積 立 金 １３，１９６

特 別 償 却 準 備 金 １８７

プログラム等準備金 １１８

当 期 未 処 分 利 益 １４９，０８２

株式等評価差額金 １７，２６７

自 己 株 式 △１，００５

資 本 の 部 合 計 ７１６，４２４

負債及び資本合計 ２，５８７，７２１

（注）１．記載金額は百万円未満を切捨てて表示している。

２．関係会社に対する短期金銭債権 ２９９，１３２百万円

関係会社に対する長期金銭債権 ６３，０８５百万円

関係会社に対する短期金銭債務 ３９５，３５４百万円

３．有形固定資産減価償却累計額 １，３５０，８３４百万円

４．保証債務及び保証類似行為 ３５１，９９６百万円

５．担保に供している資産

土地 －百万円

建物 １２百万円

６．商法施行規則第１２４条第３号に規定する純資産額

１７，７８６百万円



７．有価証券の評価基準及び評価方法

市場価格のある有価証券の評価基準は時価法、評価方法は移動平

均法によっている。

８．棚卸資産の評価基準及び評価方法

製品及び半製品は個別法による原価法又は移動平均法による低価

法、仕掛品は個別法による原価法又は総平均法による低価法、材

料は移動平均法による原価法又は低価法によっている。

９．有形固定資産の減価償却は、定率法を採用しているが、平成１０年

４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く。）については、

定額法を採用している。

１０．退職給付引当金は、退職給付に充てるため、当期末における退職

給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上している。

１１．消費税等の会計処理は税抜方式によっている。

１２．日本国際博覧会出展引当金は商法施行規則第４３条に規定する引当

金である。



経 常 損 益 の 部

営 業 損 益 の 部

売 上 高

売 上 原 価

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 利 益

営 業 外 損 益 の 部

営 業 外 収 益

受 取 利 子

受 取 配 当 金

雑 収 入

営 業 外 費 用

支 払 利 子

雑 損 失

経 常 利 益

特 別 損 益 の 部

特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 等 売 却 益

固 定 資 産 売 却 益

特 別 損 失

投 資 有 価 証 券 等 評 価 損

事 業 構 造 改 善 費 用

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

税 引 前 当 期 純 利 益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

前 期 繰 越 利 益

自 己 株 式 処 分 差 損

当 期 未 処 分 利 益

百万円
３，０１３，１６４

２，４１６，０４４

５５６，８１４

４０，３０４

７６，８７１

６３９

５０，４４６

２５，７８６

６３，９８５

１１，０６２

５２，９２３

５３，１９０

６０，７９９

４９，１４０

１１，６５９

４８，７７６

２３，０６５

１５，３１１

１０，４００

６５，２１４

△２，５９４

４８，１２４

１９，６８３

１２９，４４９

５０

１４９，０８２

損 益 計 算 書
自 平成１５年４月１日
至 平成１６年３月３１日

（注）１．記載金額は百万円未満を切捨てて表示している。

２．長期請負工事（工期２年以上、請負金額５０億円以上）に係る収益の

計上は、工事進行基準を採用している。

３．投資有価証券等売却益４９，１４０百万円は、関係会社株式等の売却益

２６，４６４百万円及び投資有価証券売却益２２，６７５百万円である。関係

会社株式等の売却益のうち主なものは、東芝タンガロイ�株式売
却益９，６５３百万円及び東芝ファイナンス�株式売却益５，３６９百万
円である。

４．固定資産売却益１１，６５９百万円のうち主なものは、機械及び装置売

却益６，２１４百万円及び土地売却益５，４２３百万円である。

５．投資有価証券等評価損２３，０６５百万円は、関係会社株式等の評価損

１８，１５６百万円及び投資有価証券等の評価損４，９０８百万円である。

関係会社株式等の評価損のうち主なものは、イーピー�株式評価
損７，３１５百万円である。



６．事業構造改善費用１５，３１１百万円は、リチウムイオン二次電池事業

に係るものである。

７．貸倒引当金繰入額１０，４００百万円は、東芝電池�に係るものである。
８．関係会社に対する売上高 １，７６７，１４５百万円

９．関係会社からの仕入高 １，４８９，５１３百万円

１０．関係会社との営業取引以外の取引高 ９２，５９５百万円

１１．１株当たり当期純利益 ６円１２銭


